
今
年
は
３
年
に
一
度
の
評
価
替
え

固
定
資
産
税
の
土
地
、家
屋
は
評
価
の

見
直
し
を
行
い
ま
し
た

　

固
定
資
産
税
は
、
毎
年
１
月
１
日
に

土
地
、
家
屋
、
償
却
資
産
を
所
有
し
て

い
る
人
に
課
税
さ
れ
る
市
税
で
す
。

　

固
定
資
産
税
の
土
地
、
家
屋
は
３
年

に
一
度
、
評
価
替
え
を
行
い
ま
す
。

◆
個
々
の
評
価
額
は
、
４
月
30
日
㈭
に

納
税
義
務
者
へ
発
送
す
る
固
定
資
産
税

納
税
通
知
書
で
確
認
で
き
ま
す
。

◆
内
容
に
つ
い
て
詳
し
く
知
り
た
い
場

合
は
、
固
定
資
産
税
の
縦
覧
・
閲
覧
を

利
用
し
て
く
だ
さ
い
（
６
月
１
日
㈪
ま

で
）。

土
地

●
土
地
の
評
価
額

　

宅
地
の
評
価
は
、
地
価
公
示
価
格
等

の
７
割
程
度
と
し
て
、
平
成
26
年
７
月

１
日
ま
で
の
地
価
動
向
な
ど
を
反
映
さ

せ
て
見
直
し
を
行
い
ま
し
た
。
な
お
宅

地
は
評
価
替
え
と
は
別
に
、
す
で
に
地

価
の
下
落
に
対
応
し
た
価
格
修
正
を

行
っ
て
い
ま
す
。

●
評
価
額
と
課
税
標
準
額

【
評
価
額
】

　

固
定
資
産
税
を
算
定
す
る
基
と
な
る

も
の
で
す
。
宅
地
は
平
成
27
年
度
の
価

格
を
３
年
間
据
え
置
く
こ
と
と
し
て
い

ま
す
が
、
今
後
地
価
の
下
落
傾
向
が
み

ら
れ
る
場
合
に
は
価
格
の
修
正
を
行
う

場
合
が
あ
り
ま
す
。

【
課
税
標
準
額
】

　

評
価
額
を
基
に
算
定
し
た
数
値
で
、

課
税
標
準
額
に
税
率
（
１
・
４
㌫
）
を

乗
じ
た
も
の
が
税
額
で
す
。
原
則
、
評

価
額
＝
課
税
標
準
額
と
な
り
ま
す
が
、

土
地
は
住
宅
用
地
の
課
税
標
準
の
特
例

や
税
負
担
の
調
整
措
置
が
行
わ
れ
た
場

合
、
評
価
額
よ
り
低
く
算
定
さ
れ
ま
す
。

【
課
税
標
準
の
特
例
】

　

住
宅
用
地
は
、
面
積
に
よ
っ
て
小
規

模
住
宅
用
地
と
一
般
住
宅
用
地
に
分
け

て
課
税
標
準
の
特
例
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

家
屋

●
固
定
資
産
評
価
基
準
表
の
改
正

　

家
屋
の
評
価
は
、
総
務
大
臣
が
定
め

た
固
定
資
産
評
価
基
準
表
に
基
づ
い
て

行
い
ま
す
。
今
回
の
評
価
替
え
に
よ
り
、

固
定
資
産
評
価
基
準
表
の
標
準
評
点
数

は
、平
成
25
年
７
月
現
在
の
東
京
都（
特

別
区
の
区
域
）
に
お
け
る
工
事
原
価
を

基
礎
と
し
た
も
の
に
積
算
替
え
さ
れ
ま
す
。

　

再
建
築
費
評
点
補
正
率
は
、木
造
１
・

０
６
、
非
木
造
１
・
０
５
と
定
め
ら
れ

ま
し
た
。

●
評
価
の
し
く
み

　

家
屋
の
評
価
方
法
は
、
再
建
築
価
格

を
基
準
と
し
て
評
価
す
る
方
法
が
採
用

さ
れ
て
い
ま
す
。

【
新
築
ま
た
は
増
築
家
屋
の
評
価
】

評
価
額
＝
再※
１

建
築
価
格
×
経※
２

年
減
点
補

正
率
等

※
１ 

再
建
築
価
格
／
評
価
の
対
象
と
な
っ
た
家
屋
と

同
一
の
も
の
を
、
評
価
の
時
点
で
そ
の
場
所
に
新
築

す
る
も
の
と
し
た
場
合
に
必
要
と
さ
れ
る
建
築
費
で

標
準
評
点
数
に
よ
り
積
算

※
２ 

経
年
減
点
補
正
率
等
／
家
屋
の
建
築
後
の
年
数

の
経
過
で
生
じ
る
損
耗
の
状
況
に
よ
る
減
価
な
ど

【
在
来
分
家
屋
の
評
価
】

　

平
成
25
年
12
月
末
ま
で
に
建
築
さ
れ

●
お
問
い
合
わ
せ
／

　
　
　
【
土
地
】市
税
務
課
固
定
資
産
第
一
係 

☎
２
６
‐５
７
１
５

　
　
　
【
家
屋
】固
定
資
産
第
二
係 

☎
２
６
‐５
７
１
６

　
　
　
【
償
却
資
産
】償
却
資
産
係 

☎
２
６
‐５
７
１
７

宅地区分 固定
資産税

都市
計画税

住
宅
用
地

小規模住宅用地
（200平方㍍以下の
部分）

評価額×
1／6

評価額×
1／3

一般住宅用地
（200平方㍍を超える
部分）

評価額×
1／3

評価額×
2／3

◆ 非住宅用地の課税標準額の限度は評価額の７
割です。

期
日
／
６
月
〜
平
成
28
年
３
月
の
原
則

土
曜
日
（
全
37
回
程
度
）
▼
場
所
／
①

ひ
ら
た
タ
ウ
ン
セ
ン
タ
ー
（
飛
鳥
） 

②

東
北
公
益
文
科
大
学（
飯
森
山
三
丁
目
） 

③
交
流
ひ
ろ
ば
（
中
町
三
丁
目
）
▼
対

象
／
市
内
在
住
の
年
中
〜
小
学
４
年
生

（
平
成
26
年
度
の
受
講
生
は
除
く
）
▼

ク
ラ
ス
・
時
間
／【
幼
児︵
年
中
・
年
小
︶】

午
前
９
時
〜 

【
小
学
１
年
・
２
年
生
】

午
前
10
時
〜 

【
小
学
３
年
・
４
年
生
】

午
前
11
時
〜
（
各
45
分
間
）
▼
定
員
／

場
所
ご
と
に
各
ク
ラ
ス
20
人
。
応
募
多

数
の
場
合
は
新
規
の
方
を
優
先
し
て
抽

選
▼
費
用
／
年
間
８
千
円
（
教
材
費
、

保
険
料
な
ど
）
▼
申
し
込
み
／
４
月
20

日
㈪
〜
５
月
８
日
㈮
に
、
参
加
希
望
者

お
よ
び
保
護
者
の
氏
名
、
住
所
、
年
齢

（
学
年
）、
電
話
番
号
、
希
望
会
場
（
第

２
希
望
ま
で
）を
明
記
し
、〒
９
９
８
‐

０
０
４
４
、
酒
田
市
中
町
三
丁
目
４
‐

５
、
酒
田
市
ま
ち

づ
く
り
推
進
課
市

民
交
流
推
進
室

へ 

6
２
６
‐
５
６

１
７
、
Ｅ
メ
ー
ル

kokusai@
city.

sakata.lg.jp

●
お
問
い
合
わ
せ
／
市
ま
ち
づ
く
り
推
進
課

　

市
民
交
流
推
進
室 

☎
２
６
‐５
６
１
２

英
語
で
あ
そ
ぼ
う

参
加
者
募
集

6
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◆
他
の
減
額
措
置
と
の
重
複
利
用
不
可
。

●
省
エ
ネ
改
修
を
し
た
場
合

要
件
／
次
の
全
て
に
該
当
す
る
住
宅

¡
平
成
20
年
１
月
１
日
以
前
に
建
築
さ

れ
た
（
貸
家
を
除
く
）
¡
平
成
28
年
３

月
31
日
ま
で
に
工
事
が
完
了
し
た 

¡

次
の
①
〜
④
の
工
事
の
う
ち
①
を
含
む

改
修
工
事
を
行
い
、
か
つ
改
修
部
分
が

新
た
に
省
エ
ネ
基
準
に
適
合
す
る 

①

窓
の
改
修
工
事
（
二
重
サ
ッ
シ
、
複
層

ガ
ラ
ス
化
な
ど
） 

②
床
の
断
熱
改
修
工

事 

③
天
井
の
断
熱
改
修
工
事 

④
壁
の

断
熱
改
修
工
事
（
外
気
と
接
す
る
も
の

の
工
事
に
限
る
）
¡
工
事
費
用
が
50
万

円
以
上
▼
適
用
範
囲
／
１
戸
当
た
り
１

２
０
平
方
㍍
相
当
分
ま
で
▼
減
税
額
／

固
定
資
産
税
の
３
分
の
１
（
工
事
が
完

了
し
た
翌
年
度
分
に
限
る
）
▼
申
告
／

建
築
士
、
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
、

指
定
確
認
検
査
機
関
、
住
宅
瑕
疵
担
保

責
任
保
険
法
人
が
発
行
し
た
省
エ
ネ
基

準
適
合
証
明
書
な
ど
を
添
え
て
、
改
修

後
３
か
月
以
内
に
市
税
務
課
へ

●
バ
リ
ア
フ
リ
ー
改
修
を
し
た
場
合

要
件
／
次
の
全
て
に
該
当
す
る
住
宅

¡
平
成
19
年
１
月
１
日
以
前
に
建
築
さ

れ
た
（
貸
家
を
除
く
）¡

65
歳
以
上
の

方
、
要
介
護
（
支
援
）
認
定
を
受
け
て

い
る
方
、
ま
た
は
障
が
い
の
あ
る
方
が

居
住
し
て
い
る 

¡
平
成
28
年
３
月
31

日
ま
で
の
間
に
工
事
が
完
了
し
た  

¡

所
定
の
要
件
に
該
当
す
る
バ
リ
ア
フ
リ

ー
改
修
工
事 

¡
補
助
金
な
ど
を
除
く

自
己
負
担
金
が
50
万
円
以
上
▼
適
用
範

囲
／
１
戸
当
た
り
１
０
０
平
方
㍍
相
当

分
ま
で
▼
減
税
額
／
固
定
資
産
税
の
３

分
の
１
（
改
修
工
事
が
完
了
し
た
翌
年

度
分
に
限
る
）
▼
申
告
／
工
事
明
細
書
、

写
真
な
ど
を
添
え
て
、
改
修
後
３
か
月

以
内
に
市
税
務
課
へ

償
却
資
産

　

会
社
や
個
人
が
事
業
用
と
し
て
所
有

し
て
い
る
機
械
、
工
具
、
備
品
な
ど
が

対
象
で
す
。
毎
年
１
月
１
日
現
在
の
所

有
資
産
に
つ
い
て
、
１
月
末
日
ま
で
申

告
し
ま
す
。

都
市
計
画
税

　

街
路
・
公
園
・
下
水
道
な
ど
の
整
備

や
、
土
地
区
画
整
理
事
業
の
費
用
に
充

て
る
た
め
の
税
金
で
す
。

課
税
区
域
／
全
て
の
市
街
化
区
域
お
よ

び
条
例
で
定
め
ら
れ
た
区
域
▼
課
税
対

象
／
課
税
区
域
に
あ
る
土
地
お
よ
び
家

屋
▼
課
税
標
準
額
／
固
定
資
産
税
と
ほ

ぼ
同
額
（
住
宅
用
地
の
特
例
率
な
ど
で

異
な
る
）

こ
ん
な
と
き
は
連
絡
を

¡
家
屋
を
新
・
増
築
、
改
築
し
た
場
合

¡
家
屋
を
取
り
壊
し
、
空
き
地
や
駐
車

場
に
し
た
場
合

¡
家
屋
の
用
途
を
変
更
し
た
場
合
（
住

宅
↓
事
務
所
、
店
舗
↓
住
宅
な
ど
）

¡
住
所
を
変
更
し
た
場
合

¡
土
地
や
家
屋
の
所
有
者
が
死
亡
し
、

す
ぐ
に
相
続
登
記
が
で
き
な
い
場
合

た
家
屋
の
評
価
額
は
、
新
築
家
屋
の
評

価
と
同
様
の
算
式
で
求
め
ま
す
が
、
再

建
築
価
格
は
、建
築
物
価
の
変
動
分（
再

建
築
費
評
点
補
正
率
）
を
考
慮
し
ま
す
。

算
出
さ
れ
た
評
価
額
が
前
年
度
の
価
格

を
超
え
る
場
合
は
、
前
年
度
の
価
格
に

据
え
置
か
れ
ま
す
。

再
建
築
価
格
＝
前
基
準
年
度
の
再
建
築

価
格
×
再※
３

建
築
費
評
点
補
正
率

※
３ 

再
建
築
費
評
点
補
正
率
／
平
成
25
年
７
月
現
在

の
物
価
水
準
で
算
定
し
た
工
事
原
価
に
相
当
す
る
費

用
と
、
平
成
22
年
７
月
現
在
の
当
該
費
用
の
変
動
割

合
を
基
礎
と
し
て
設
定

住
宅
の
固
定
資
産
税
が
減
額
さ
れ
ま
す

　

家
屋
に
は
、
既
存
家
屋
の
改
修
工
事

を
行
っ
た
と
き
に
、
固
定
資
産
税
が
減

額
さ
れ
る
制
度
が
あ
り
ま
す
。

●
耐
震
改
修
を
し
た
場
合

要
件
／
次
の
全
て
に
該
当
す
る
住
宅

¡
昭
和
57
年
１
月
１
日
以
前
に
建
築
さ

れ
た 

¡
平
成
26
年
１
月
１
日
〜
平
成

27
年
12
月
31
日
に
工
事
が
完
了
し
た 

¡
工
事
費
用
が
50
万
円
以
上
▼
適
用
範

囲
／
１
戸
当
た
り
１
２
０
平
方
㍍
相
当

分
ま
で
▼
減
税
額
／
固
定
資
産
税
の
２

分
の
１
（
工
事
が
完
了
し
た
翌
年
度
分
に

限
る
）
▼
申
告
／
建
築
士
、
登
録
住
宅

性
能
評
価
機
関
、
指
定
確
認
検
査
機
関
、

住
宅
瑕
疵
担
保
責
任
保
険
法
人
が
発
行

し
た
耐
震
基
準
適
合
証
明
書
を
添
え
て
、

改
修
後
３
か
月
以
内
に
市
税
務
課
へ

Ｑ１　平成23年6月に新築した住宅の税額
が、平成27年度分から高くなりました。な
ぜでしょうか？
Ａ１　新築の住宅に対しては、一定の要件
に該当するときは、新たに固定資産税が課
税されることとなった年度から3年度分に
限り、税額が2分の1に軽減されます。この
減額適用期間が終了したため、本来の税額
になりました。

Ｑ２　昨年10月に住宅を解体したら、土地
の税額が平成27年度から高くなりました。
なぜでしょうか？
Ａ２　土地の上に一定要件を満たす住宅
があると、特例により固定資産税が減額さ
れます。しかし住宅を解体した場合、本特
例の適用から外れることになるため、減額
措置のない本来の税額になりました。

Q & A
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